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電気設備工事特記仕様書



　盤等の鍵は、既存盤及び別途工事の鍵との整合を極力図るものとする。

　使用機材等については、アスベスト含有の有無を確認し、アスベストを含む

　設備機器の固定等は、「建築設備耐震設計・施工指針　2014年版」（独立行

政法人建築研究所監修）を参考とする。

３　この特記仕様書に疑義等が生じた場合については、別途監督員と協議するものとする。

　　　　監督員と協議するものとする。

　　フラッシュプレートは原則としてステンレス又は新金属を使用する。

・　自動閉鎖設備

・　自動火災報知設備

・　発電設備

・　防犯、入退室管理設備

・　構内情報通信網設備

・　駐車場管制設備

・　構内交換設備

・　監視カメラ設備

・　テレビ共同受信設備

・　テレビ電波障害防除設備

・　ガス漏れ火災警報設備

・　電話配管設備

・　中央監視制御設備

・　受変電設備

・　雷保護設備

・　電熱設備

・　動力設備

・　情報表示設備

・　映像、音響設備
・　拡声設備（非常放送設備）

・　誘導支援、呼出し設備

１.６　主任技術者又は監理技術者の専任期間（建設業法により必要になった場合）

　　　１　専任期間の始期

　　　　　請負契約締結の日から、(・現場施工に着手するまで（現場事務所の設置、資機材の搬入

　　　　　主任技術者又は監理技術者の専任を要しないものとする。

　　　２　専任期間の終期

　　　　　工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合は除く。）、事務手続き、

　　　　　後片付けのみが残っている場合は、主任技術者又は監理技術者の専任を要しないものとする。

　　　３　専任期間の中断

　　　　　自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により発注者からの通知により、

　　　　　工事を全面的に一時中止にしている場合は、主任技術者又は監理技術者の専任を要しないものとする。

１.７　建物概要

　※別契約の関連工事の受注者が定着したものは無償で使用できる。

　・本工事とする。

　　　塗装

また、屋外で溶融亜鉛メッキ電線管を使用する場合は、塗装を行わない。

　　 敷き均し土　　 　　 　　　管　　種　　別　　　　　　

（１）管路等の敷設に伴う敷き均し土は、標準仕様書のほか下記及び図面特記

　露出配管は原則として塗装を行う。ただし、機械室、倉庫等の露出配管は塗

装を行わない。

　　による。

（２）地中電線路には、ケーブル埋設標及び標識シートを設ける。ただし、低
　　圧・弱電回路の標識シートは図面特記による。

 　　 良質土　　　 

　　硬質ビニル電線管（VE）

　　耐衝撃性塩化ビニル管（HIVE）

　　波付硬質合成樹脂管（FEP）

　　ポリエチレン被覆鋼管（PLP）

　本工事に必要な電力及び水などの費用は、受注者の負担とする。

　本工事で　・設ける（規模　　　　　　　　　）　※設けない

　受注者は工事目的物及び工事材料について工事完成期日後１４日まで、これを

る。
火災が保障対象になっている組立保険等にかけて、証書の写しを監督員に提出す

１.４　工事科目（○印の付いたものを適用する）

１.８　工事概要

２　工事仕様
２.１　共通仕様

（１）この工事は特記仕様書、図面によるほか、埼玉県電気設備工事特別共通仕様書（以下「特別共通仕様書」

　　という。）、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）、
　　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）、公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

　　（以下「標準仕様書等」という。）及び監督員の指示に従い施工する。
　　　なお、県営住宅の場合は、公共住宅建設工事共通仕様書、機材の品質・性能基準を最優先とする。

２.２　特記仕様（特記事項の選択項目は、○印のついたものがなければ※印を適用し、・印のものは適用しない。

・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。）

項　　　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

（２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、それぞれの特別共通仕様書及び標準仕様書等を適用する。

（３）法令・基準・仕様書等は、原則として施工時において最新のものを適用する。

とする。なお、資材名、製造所名および発注先を記載した報告書を監督員に提

出し承諾を受けるものとする。

機材等は使用しないこと。

　調達する工事材料は、埼玉県産とするよう努めるものとする。

　本工事に使用する機材等は、設計図書に規定するもの又はこれと同等のもの

　・上記以外の時間に施工する場合は事前に監督員と協議すること。

　※行政機関の休日に関する法律（S63第91号）に定める行政機関の休日以外。

施工時間

３　工事用電力・水

２　施工条件

１　機材等

４　工事用仮設物

５　足場・さんばし類

６　監督員事務所

７　保　　険

１　工事概要

１.３　工　　期　

１.２　工事場所

１.１　工 事 名

　　　行先の表示

　ハンドホール、プルボックス及び主要なアウトレットボックス内の電線・ケ

　湿気の多い場所、水を使用する場所及び屋外は、圧着接続し自己融着テープ

　上記以外の場所においては、屋内配線用電線コネクタによる接続をしてもよ

い。ただし、接続はボックス内とする。

したねじなし工法としてもよい。
　屋外におけるケーブルの保護管に用いる厚鋼電線管の接続は、防水処置を施

を巻き付けたうえで絶縁テープ巻きとする。

（３）地中電線路の敷設は管路式とし、埋設深さは地表面（舗装する部分では
　　路盤材下面）から配管の上端まで原則、600mmとする。ただし、公道への

　　引込み管路等の埋設深さについては、供給事業者と協議のうえ決定する。

 　　　現場施工期間
　　　　　　　　　　　現場施工期間は、施設管理者との調整により変更することがある。

　取外し再使用機材は、清掃及び絶縁抵抗測定等を行い、機能が良好なことを
確認した上で取付る。なお、その測定結果表を監督員に提出する。

８　再使用機材

　受注者は法定外の労災保険に付し、証書の写し等を監督員に提出する。

・　電灯設備

・　電力貯蔵設備

・　昇降機設備
・　医療関係設備

１.５　指定部分　　　・ 無　　・有（　　　　　　　　　工期：令和　　年　　月　　日）

　　　　　又は仮設工事等が開始されるまで）の期間　・令和　　年　　月　　日までの期間）については、

　　項　　　　　目　　 　　　　　 　　　　　特　　　　記　　　　事　　　　項　　　　　　　　　　 

１０　昇降機設備

　なお、県営住宅の場合は、公共住宅建設工事共通仕様書による。

　特記なき場合の施工は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標

準仕様書（機械設備工事編）による。

局線電話の引込位置は、第一種電気通信事業者と打合せのうえで施工する。

　　ガス漏れ火災警報
　　設備、拡声設備

　　（非常放送設備）

（１）所轄する消防署と打合せのうえ、各関係条例等に従い施工する。

（２）総合盤内の接続は端子を使用し、回路名を記入しておくものとする。
（３）ガス漏れ警報設備の動作試験は、原則としてガス納入業者立会いのうえ

　　で行うものとする。

８　構内交換設備

９　自動火災報知設備、

４　受変電設備

高圧ケーブル端末部はシースずれ防止対策を施す。

端末処理は監督員の立会いのうえで施工する。

再確認する。また、ケーブル等の埋設及び、その

高圧引込 引込み口は、設計図に示された位置を電力会社に

（端末処理　　・耐塩用　　　　・一般用　　）

　　　　　　　　　　kVar×　　台

直列リアクトル　　・６％　　・１３％

高圧進相コンデンサ　　　　kVar×　　台

電灯用　　　　　kVA×　　台　

動力用　　　　　kVA×　　台　　　　

定格電圧　　　　kV　　定格遮断電流　　　kA

定格電圧　７．２kV　　定格電流　　　A

交流３相３線式　６.６kV　５０Hz

主遮断装置

受電電圧

柱上用高圧気中

変圧器設備容量

負荷開閉器(PAS)

６　電力貯蔵設備

（６）位置ボックスの省略

（５）継枠

（４）分電盤

　要としない。

　ード裏面と塗りしろカバーの間が離れないように施工した場合は、継枠を必
　１０ｍｍ程度以上離れる場合は継枠を使用する。ただし、ボード張りで、ボ

　　天井又は壁埋込みの場合のボックスは、塗りしろカバーと仕上り面とが

　　分電盤の塗装色は、監督員の指定した色とする。

受雷部突針はＬＲ１とする。３　雷保護設備

　　途工事の場合は、当該制御盤の電源側接続までとする。

（２）電動機等各負荷までの接続は、本工事とする。ただし、制御盤以降が別

　　用送り端子台は１負荷につきＵ・Ｖ・Ｗ・Ｅの４Ｐを原則とする。

２　動力設備

　具に送り配線端子が具備されている場合は、位置ボックスを省略しても良い。

　　ケーブルころがし配線で、位置ボックスの図面特記がなく、かつ、照明器

（１）動力制御盤及び開閉器箱の塗装色は、監督員の指定した色とする。負荷

　は学校環境衛生基準により実施すること。
　前と改修後の照度測定をJIS C 7612「照度測定方法」により、学校において

　　電灯設備工事に際し、新営工事の場合は新設後の、改修工事の場合は改修

　　　　　 　　　　　特　　　　記　　　　事　　　　項　　　　　　　　　　 　　項　　　　　目　　

２.３　工事別一般事項（特記事項選択項目は、○印のついたものを適用する）

　プレートを使用することができる。
　　ただし、県営住宅における住戸内のフラッシュプレートついては、樹脂

（３）照度測定

　導灯とし、関係法令に適合したものとする。

　　防災用照明器具は、建築基準法による非常用照明器具及び消防法による誘
（２）照明器具

　　コンセント器具に具備されている送り配線端子は使用してはならない。

　　スイッチ・壁付コンセント(2P15A)は連用形とする。なお、２口コンセン

　トは複式を使用してもよい。

７　発電設備

５　構内情報通信

・（概要）

・直流電源装置　　・交流無停電電源装置

　　網設備

ネットワーク機器を盤内等に収納する場合は、放熱、耐塵等を考慮する。

・　ディーゼル発電装置　　・　ガスエンジン発電装置

・　ガスタービン発電装置　・　マイクロガスタービン発電装置

・　（概要）

・　太陽光発電装置　　　　・　風力発電装置

・　燃料電池発電装置　　　・　熱併給(ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ)発電装置

１　電灯設備 （１）配線器具

　漏電遮断器で保護されている電路と保護されていない電路のＤ種接地極が共

区別する。

用していない場合の接地線は、混触防止のため、緑色、緑／黄又は緑／色帯で

（２）本工事に使用する製作品は、事前に製作図を監督員に提出し、承諾後製

　　作する。

（４）本工事にかかる官公庁への諸手続はすべて受注者が代行し、その費用は

　　受注者の負担とする。

（５）特記なき電線・ケーブルは、原則としてエコマテリアル電線・ケーブル

　　とし、露出部分に使用する場合は耐紫外線性能を有するものとする。

（６）改修工事等を施工する場合、施工する前後に工事対象箇所の写真撮影を

　　行う。また、既設ケーブル等は施工前後に絶縁抵抗、伝送品質等の測定

　　を行い、試験記録を提出する。

　　提出し、承諾後施工する。

（３）本工事に使用する機器は、事前に性能等を記した機器仕様書を監督員に

　　行うこと。

　　に提出する。また、停電操作・安全処置は受注者が行い、その費用は受注

　　者の負担とする。

　　学校では学校運営に支障を与えない期間、その他の施設では施設管理者と

　　打合せして設定すること。

　　事説明を実施すること又、工事に先立ち、「工事のお知らせ」等を配布し、

　　周知する。

（７）受注者は、施工にあたって施設運営に支障の無いように綿密に打合せを

（８）本工事における停電措置が必要な場合、事前に計画書を電気主任技術者

（９）特に騒音振動など周辺に甚大な影響のある工事については、原則として

（10）工事に先立ち、監督員と打合せの上、住民及び関係自治会等に対して工

　　以上のことを留意し、工程管理、安全管理に万全を期すること。

（１）施工に先立って建築及び関連設備の業者と打合せのうえで施工図を作成

　　し、監督員の承諾を受ける。

ｺﾝｾﾝﾄ、電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ、直列ﾕﾆｯﾄ
２,０００

１,８００

〃

　　　　　取付高さ（ｍｍ）

〃

１,０００

一　　般

１,２００

２,０００

台上～中心

　壁付、壁掛型の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として次のとおりとする。

２.４　取付高さ

分電盤、制御盤、開閉器箱

防水型コンセント

復帰ボタン（　　〃　　　）
呼出ボタン（身体障害者用）

〃
〃

（一般）

２,０００

　〃　　（身体障害者用）

スイッチ（一般）

２,０００

   １５０

   ２００（和室）

   ３００

   １５０

〃 (上端1,900以下)1,500

１,１００

１,３００

〃

床上～中心

   ５００床上～中心

   ４００

廊下表示灯（　　〃　　　）

　　　　　　　　　〃　　　　　　　

   ９００

(上端1,900以下)1,500

２,０００

１,８００

〃

   ５００

〃

測　　点名　　　　　　　　称

   ５００

   ９００

県営住宅

〃

３　その他
３．１　他工事との取合区分

　　　　発注図又は工事区分表による。

３．２　図面上の縮尺

３．３　疑義

　　　　本特記仕様書、特別共通仕様書及び標準仕様書等において疑義が生じた場合は、

（台上）　　　　　　　　　〃　　　　　　　

　〃　　（人感センサー切換用）

端子盤

　　　　図面上の縮尺は、ＪＩＳ　Ａ１版とした縮尺とする。

(上端1,900以下)1,500

　　　調査結果の報告

舗装版切断時に発生する濁水の処理に係る特記仕様書

第１条　この特記仕様書は、埼玉県電気設備工事特別共通仕様書に定めるもののほか、アスファルト

　舗装版切断時に発生する濁水（以下「濁水」という。）の処理に関し必要な事項を定めるものである。

第２条　受注者は、回収した濁水を次のとおり処理するものとする。

　　　　・種類及び処理量　　汚泥（油分を含む汚泥）　　．　m3
　　　　・中間処理施設　　　　　　市　　　地内、（株）

　　　　・処理方法　　　　　・中間処理後、最終処分場に搬入（処理に焼却又は溶融含まず）

　　　　・中間処理後、最終処分場又は再資源化（処理に焼却又は溶融を含む）

第３条　受注者は、舗装版切断作業を行いながら濁水を可能な限り回収し、作業後速やかに回収した

２　受注者は、別の中間処理施設を選定する場合には、事前に監督員と協議するものとする。

　濁水を産業廃棄物の汚泥（油分を含む汚泥）として中間処理施設に運搬及び処理するものとする。

第５条　濁水処理量については、舗装版の切断延長や切断厚が変わった場合を除き、原則として設計変

第４条　受注者は、施工計画書において、濁水の回収、運搬及び処理に関する方法を定めなければな

２　受注者は、汚泥の中間処理業の許可を受けている業者と産業廃棄物処分委託契約を締結しなけれ

　ばならないものとする。

３　受注者は、自ら運搬を行う場合を除き、汚泥の収集運搬業の許可を受けている業者と産業廃棄物
　収集運搬委託契約を締結しなければならないものとする。

　る産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」という。）により管理するものとする。

４　受注者は、濁水の処理に関する履行について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律において定め

　らないものとする。また、中間処理業者及び収集運搬業者と第3条第3項及び第4項に基づき締結した

　委託契約書の写し及び許可証の写しを添付すること。

２　受注者は、工事検査時にマニフェスト原本を提示する。

　更の対象としないものとする。

２　受注者は、舗装版切断時に濁水を生じない工法を使用する場合においては、事前に監督員と協議す

　るものとする。

の汚染に係る環境基準に適合することを確認すること。

　なお、施工に際し、耐震強度計算書を監督員に提出し、承諾を受けるものと
する。

（１）設計用水平地震力

　機器の重量［kgf］に、設計用水平震度を乗じたものとする。

【備　考】（※１）：水槽類には、オイルタンク等を含む。

（２）設計用鉛直地震力

　設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

　重要機器

　　・配電盤　・発電装置(防災用) ・直流電源装置 ・交流無停電電源装置

　　・交換機　・火災報知器受信機 ・中央監視装置 ・太陽光発電装置

　上層階の定義は次による。
　　2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層２階、10～12階建の場合

　は上層３階、13階建以上の場合は上層４階とする。

2.0          2.0

水　槽　類

防振支持の機器

（※１）

 1.0          1.0 

1.5          1.0

水　槽　類

防振支持の機器

1.5          1.0

1.5          1.5

1.5          1.0

（※１）

1.0          0.6

2.0          1.5

水　槽　類

防振支持の機器

中間階

1.5          1.0

地下・１階

機　　　　　器

上層階

1.5          1.0

1.0          0.6

屋上及び塔屋

機　　　　　器

1.5          1.0

（※１）

0.6          0.4

2.0          1.5

1.0          0.6

2.0          1.5

1.0          0.6

1.0          0.6

機　　　　　器

　　機器・配管等の据付けにおけるあと施工アンカーの使用については、監督

　員の承諾を受けるものとする。

　　重量１００ｋｇを超える機器の耐震支持については、耐震計算書を添付し、

　アンカーボルトを選定すること。

　　施工は、（一社）日本建築あと施工アンカー協会の資格を有するもの、又

　は十分な技能及び経験を有した者が行うこと。

　を添付すること。
　　金属拡張系アンカーの場合は、所定の穿孔深さ、拡張の完了がわかる記録

　ル挿入、埋込みの完了が分かる記録を添付すること。

　　接着系アンカーの場合は、所定の穿孔深さ、清掃状況、マーキング、カプセ

　　（原則として、接着系アンカーは吊り支持に使用しないものとする。）

　　あと施工アンカーの試験は、アンカーの種類毎に１か所引張試験を実施する

　ること。

　　　施工アンカー打設

　　既存コンクリート床、壁等の配管貫通部の穴開け及びあと施工アンカー打

　設前に、図面に明示する箇所についてＸ線撮影調査を実施すること。

　　電動ドリル等の刃が鉄筋、金属配管等に接触した場合に、自動で電動工具

　の電源を遮断する装置を使用する。

　※使用を要する　　墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン

　　　　　　　　　　（平成30年6月22日付け基発0622第2号）による

　・使用を要しない

　て」（厚生労働省基発第0424001号平成21年4月24日）の「手すり先行工法等

  （１）内部足場　※ 脚立足場　　　

※足場を設ける場合は、「「手すり先行工法等に関するガイドライン」につい

  本工事で単独に必要となる足場は、下記により設ける。

  （２）外部足場　※ Ａ種(枠組足場) ・Ｂ種 ・Ｃ種 ・Ｄ種 ・Ｅ種 ・Ｆ種

　に関するガイドライン」により、「働きやすい安心感のある足場に関する基

　立て、解体又は変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等に関

　する基準」の２の(2)手すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式により

　行うものとする。

　　（フルハーネス型）

　埋め戻し後の建設残土は、※監督員が指示する構内の場所に敷きならす。

ーブルには、回路の種別、行先の表示を行う。

　再生砂使用に先立ち、１購入あたり１検体の六価クロム溶出試験を行い土壌

　　　処理 　　　　　　　　　　　　　・構外搬出適切処理する。

　　　再生アスコン使用

　なお、特記なき場合、設計用水平震度は、次による。

機器種別

設計用標準水平震度

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器
　設置場所

・特定の施設 ・一般の施設

　　全ての建築物、工作物において大気汚染防止法及び石綿障害予防規則の事

　前調査を建築物石綿含有建材調査者により実施し、アスベスト使用有無に
　関わらず、結果を知事又は市長あてに報告する。

官公庁等打ち合わせ機関

施設管理者 ：
電力会社 ：

電話会社 ：

ケーブルテレビ会社 ：
消防本部 ：

建築：

昇降機：

工事範囲の主な既設機器メーカー

機器名称 既設機器メーカー名

　再生砂などは原則使用しない。ただし、監督員の了解を得た場合に限り、表
層以外に　・使用できる。　　※使用できない。

に基づく特定調達品目該当する機材を使用する場合は、原則として、その判断
の基準、配慮事項を満たすこと。

（４）特別管理産業廃棄物　（　　　　　　　　　　　　）

　蛍光管等は再資源化施設等に搬入し、全てリサイクルするものとする。

（１）引渡しを要するもの　（　　　　　　　　　　　　）

（構外搬出処理費は、※本工事　・別途）
　引渡を要するもの以外は構外に搬出し、適切に処理する。

（３）再生資源化を図るもの（蛍光管　　　　　　　　　）

（２）買取処分をするもの　（銅屑・鉄屑　　　　　　　）

　完成図書の電子納品ガイドライン　　※　適用する　　・適用しない

　完成図の表紙及び背表紙には、工事名、受・発注者名、完成年月を記載する
こと。また、完成図の中に主要機器一覧表（名称、製造者名、形式、容量又は

出力、数量等）を記載すること。

　県営住宅の完成図の提出部数は、Ａ３二つ折り製本４部とする。

９　完成図書の
電子納品

１０　発生材処理

※処理に先立ち計画書を提出し、処理後は調書を提出すること。

１１　金属電線管の

１２　鍵

１３　地中電線路

１４　回路の種別

１５　電線の接続

１６　電線管の接続

１７　接地工事

１８　建設発生土の

１９　再生砂・再生砕石

２０　耐震施工

２１　あと施工アンカー

２２　はつり及びあと

２３　改修部分の足場

２４　墜落制止用器具

２５　アスベスト事前

２６　その他

　「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」(グリーン購入法)に

　すべて受注者の負担とし、構内につくることが　　※できる。　・できない

中央監視制御設備

　　　 本部棟、情報センターを対象とする。

　　　 中央監視装置の増設、中央監視点の登録、情報センター空調機用コントローラーの更新を行う。

　　埼玉県越谷市三野宮820番地（埼玉県立大学）

２６埼玉県立大学中央監視制御設備改修工事

アズビル株式会社

公立大学法人

埼玉県立大学

設計年月日 図面番号図　　名

Ｅ－０２

工　事　名　称縮　尺

A3：-

A1：-
２６埼玉県立大学中央監視制御設備改修工事

10月23日(金)、10月24日(土)、10月25日(日)、11月22日(日)、★11月29日(日)

8月1日(土)、8月2日(日)、9月5日(土)、★9月6日(日)、9月13日(土)、

1月16日(土)、1月17日(日)、★1月23日(土)、★1月24日(日)、2月25日(木)、

★2月26日(金)、2月28日(日)、★3月1日(月)、3月15日(月)

１．学内立入禁止日(作業不可日)について　※予備日★を含む

２．施工時の注意点について（情報センター棟）

１月上旬～２月中旬の期間は、試験勉強に利用する生徒が多いため騒音や振動等に注意すること。

契　　　　約　　　　日　から　２０２７年３月１８日　まで

局長 副局長 部長 課長 担当

電気設備工事特記仕様書

１.９　同時期発注の関連工事　　・　建築工事　　　・　機械設備工事

電気設備工事特記仕様書



敷地案内図

工事場所：越谷市三野宮８２０番地 

        （埼玉県立大学

至 大袋

至 武里

スーパー

中学校

せんげん台

せんげん台駅

東武スカイツリー線

共通施設棟

北棟

南棟

共通施設棟

学生会館

グラウンド

体育館 テニスコート

本部棟

情報センター棟

教育研修センター棟

東口

西口

南口

正門

防災センター

・　　　　　：工事範囲を示す。

注記

敷地案内図・配置図　  

A1:1/800
A3:1/1600

Ｅ-０３

株式会社 山本理顕設計工場　　 〒221-0843 横浜市神奈川区松ヶ丘37-1　    PHONE 045-548-8400　FAX 045-548-8811　　一級建築士事務所　神奈川県知事登録 第8975号　　　　一級建築士 山本理顕　大臣登録 第129567号

memocheck

project title

date noscale

title

公立大学法人
埼玉県立大学

局長 副局長 担当課長部長

2026.01.15

２６埼玉県立大学中央監視制御設備改修工事

工事概要
今後、監視、制御を行っている機器に更新が生じた際、
既設中央監視とは通信方法が合わない問題が生じるため、
今回工事にて最新の通信方法に対応した中央監視装置の増設を行う。
既設の中央監視装置は引続き使用を継続し、
今後の工事で監視対象の機器を更新した際に、
増設した中央監視装置に接続する計画とする。



システム構成図
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北棟・南棟

情報センター棟（空調機制御等）

・　　　　　：増設範囲
・ 細破線 　：既設流用範囲

注記

・ 太破線 　：撤去新設範囲

※※
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LCD
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(savic-netG5)
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※
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新設システム制御盤

動力給電状態（リレー回路）
自家発電圧確立（リレー回路）
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AC100V30A 
Ｄ種接地相当 

分電回路 ※印(各増設機器)
  に電力供給

DDC火災信号入力

停復電判断
リレー，
タイマ回路

ＳＶＣへ
（給電状態，
自家発給電状態）

中央監視制御設備　システム構成図
A1:-
A3:- Ｅ-０４

株式会社 山本理顕設計工場　　 〒221-0843 横浜市神奈川区松ヶ丘37-1　    PHONE 045-548-8400　FAX 045-548-8811　　一級建築士事務所　神奈川県知事登録 第8975号　　　　一級建築士 山本理顕　大臣登録 第129567号

memocheck

project title

date noscale

title

2026.01.15

２６埼玉県立大学中央監視制御設備改修工事

工事概要

１．空調制御装置増設工事（空調）

　　中央監視装置（savic-netG5）を増設する。

　　情報センター棟の空調機用コントローラーを撤去新設する。

　　※既設中央監視装置、更新対象外の既存リモート装置は既存再利用とする。

BACnet
ﾘﾓｰﾄ

学生会館
体育館

学生会館

体育館

公立大学法人
埼玉県立大学

局長 副局長 担当課長部長



記　号 名　　称 概　　要

ビルマネージメントシステムの管理を行う。

また、各プログラムの設定を行う。

マウスにて画面の選択及び、操作を行う。

表示の中心となるユニットで、各種のリストやグラフの表示を行う。液晶ディスプレイ

台数：1台

ビルマネージメント

システムサーバ

台数：１台

ＬＣＤ

（ＢＭＳ）

（既設）

ＢＭＳ

（既設）

ＣＰＵ　　　　　　　　　　　：３２ビットＣＰＵ
　　　　　　　　　　　　　　　（システム機能仕様を満たすこと）
メモリ　　　　　　　　　　　：２０４８メガバイト以上
ＨＤＤ　　　　　　　　　　　：３２０ギガバイト
冗長化ＨＤＤ　　　　　　　　：３２０ギガバイト
　　　　　　　　　　　　　　　（（ＲＡＩＤ－１）ミラーリング）
ＤＶＤ－ＲＡＭドライブ　　　：読込／書込　最大５倍速
電源　　　　　　　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０Ｈｚ，
　　　　　　　　　　　　　　　７００ＶＡ（ＬＣＤ及び周辺機器含む）
ＯＳ　　　　　　　　　　　　：Ｗｉｎｄｏｗｓ７　Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ
　　　　　　　　　　　　　　　ｆｏｒ　Ｅｍｂｅｄｄｅｄ　Ｓｙｓｔｅｍｓ
周辺機器　　　　　　　　　　：マウス（ＭＳ）．キーボード（ＫＢ）

表示サイズ　　：２３．８型
表示色　　　　：１６１９万色以上
表示文字　　　：英数文字，カナ，ひらがな，漢字（ＪＩＳ第１，第２水準），
　　　　　　　　記号及び、図形
解像度　　　　：１９２０×１０８０ドット

表示の中心となるユニットで、各種のリストやグラフの表示を行う。

又、マルチウィンドウ表示により複数のグラフ，データの同時表示を行う。

ＬＣＤ

（既設）

表示サイズ　　：２３．８型
表示色　　　　：１６１９万色以上
表示文字　　　：英数文字，カナ，ひらがな，漢字（ＪＩＳ第１，第２水準），
　　　　　　　　記号及び、図形
解像度　　　　：１２８０×１０２４ドット

ＣＬＰ

（既設）

各種データの印字を行う。

１．日報，月報，年報

２．トレンドデータ

３．各種一覧リスト（バーチャルプリンタ）

４．メンテナンスメッセージ

５．画面

印字方法　　　：電子写真方式

印字色　　　　：フルカラー

印字用紙　　　：Ａ４，Ａ３

電源　　　　　：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０Ｈｚ，１５００ＶＡ

温度条件　　　：１０～３０℃

中央監視装置の基幹をなす伝送幹線であり、各種データ伝送を行う。
通信プロトコルはＩＥＩＥＪ－Ｇ－０００６：２００６（アデンダムａ含む），
ＨＴＴＰなど。

ＩＰｖ４／ｖ６
ネットワーク
（既設）

通信方式　　  ：Ｅｔｈｅｒｎｅｔ，ＴＣＰ／ＩＰプロトコル群，ＩＰＶ４または

　　　　　　　　ＩＰＶ６対応

通信速度　　  ：１０Ｍｂｐｓ，１００Ｍｂｐｓ

ケーブル仕様  ：１００ＢＡＳＥ－ＴＸ（エコマテリアル）

ＩＮＴ

（既設）

インターホン

台数：１台

中央とリモートとの交互通話を行う。 通話方式　　　：プッシュトウトーク交互通話方式

ケーブル仕様　：ＥＭ－ＭＥＥＳ０．９－２Ｃ相当

ＵＰＳ

（簡易型）

（既設）

無停電電源装

置

台数：１台

中央監視装置及び、必要な端末伝送装置に無停電電源を供給する。 入力　　　　　　　：ＡＣ／ＧＣ１００Ｖ　　３０Ａ

出力　　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ　　　　　３０Ａ

バッテリー動作時間：　１０分

バッテリー種類　　：小型シール鉛蓄電池

給電方式　　　　　：常時インバータ方式

コントロール・バスＮＣ－ｂｕｓ

（既設）

中央監視装置と端末伝送装置間のデータ伝送を行う。 通信方式　　　：専用通信
通信速度　　　：４８００ｂｐｓ
ケーブル仕様　：ＥＭ－ＩＰＥＥＳ０．９－１Ｐ
　　　　　　　　（ツイストペアケーブル）

記　号 名　　称 概　　要 参　考　仕　様

Ｗｅｂブラウザの機能によりシステム管理情報の表示・操作及び、各種プログラム

の設定，変更を行う。

マウスにて画面の選択及び、操作を行う。

中央監視端末

台数：8台

ＰＣ

（既設）

ＣＰＵ　　　　　　　　：３．０ＧＨｚ（デュアルコア）相当
メモリ　　　　　　　　：２ギガバイト以上
ＨＤＤ　　　　　　　　：１６０ギガバイト以上
ＤＶＤ－ＲＯＭドライブ：ＤＶＤ－ＲＯＭ８倍速，ＣＤ－ＲＯＭ２４倍速
電源　　　　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０Ｈｚ，
　　　　　　　　　　　　３５０ＶＡ（ＬＣＤ含む）
ＯＳ　　　　　　　　　：Ｗｉｎｄｏｗｓ
ｗｅｂブラウザ　　　　：ＩＥ
プラグイン　　　　　　：ＪａｖａＳＥ（ＪａｖａＶＭ）
　　　　　　　　　　　　Ａｄｏｂｅ　Ｒｅａｄｅｒ
　　　　　　　　　　　　（システム機能要件を満たすバージョンとすること）
周辺機器　　　　　　　：マウス（ＭＳ），キーボード（ＫＢ），
　　　　　　　　　　　　スピーカー（ＳＰ）

ＤＤＣ

（既設）

空調機用コントローラ

ＩＤＣ（旧）

ｉｎｆＧＤ（新）

台数：６７台

空調機廻りの制御を行う。

中央監視装置とデータ通信を行う。

入出力点数　　：中央管理点入出力一覧表参照

制御内容　　　：自動制御計装図参照

電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ，５０Ｈｚ

通信方式　　　：専用通信

ＲＳ

（既設）

端末伝送装置

Ｉ－ＤＧＰ（旧）

ｉｎｆＧＤ（新）

台数：８５台

現場に設置して中央監視装置とデータ伝送を行う。

端末伝送装置と各入出力点数は個別配線する。

入出力点数　　：中央管理点入出力一覧表参照

電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ，５０Ｈｚ

通信方式　　　：専用通信

防犯システムとの通信接続を行う。システムコアサーバＢＡＣｎｅｔ
リモート
（既設）

主処理装置　　：３２ビットＣＰＵ
主記憶容量　　：２５６メガバイト以上
ＯＳ　　　　　：Ｌｉｎｕｘ
電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ，５０Ｈｚ，７０ＶＡ

システムマネジメント
サーバ
台数：3台

主処理装置　　：３２ビットＣＰＵ
主記憶容量　　：５１２メガバイト以上
補助記憶装置　：ＳＳＤ等
　　　　　　　　（システム機能仕様を満たすこと）
ＯＳ　　　　　：Ｌｉｎｕｘ
最大管理点数  ：１００００オブジェクト
電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ
                ５０Ｈｚ，３６ＶＡ

ＰＣ（中央監視端末）のＷｅｂブラウザソフトウェアにてシステム全体の
管理情報（グラフィック画面，ポイント，プログラム等）の表示，設定，
操作を行う為の情報の一元管理を行う。（２４時間連続運転対応）

システム全体の管理，定周期でのデータ収集，蓄積，加工及び、下記の周辺装置へ

の入出力を統括管理する。（２４時間連続運転対応）

データストレージサーバ
台数：2台

ＤＳＳ
（既設）

主処理装置　　：３２ビットＣＰＵ
主記憶容量　　：５１２メガバイト以上
補助記憶装置　：ＳＳＤ等
　　　　　　　　（システム機能仕様を満たすこと）
ＯＳ　　　　　：Ｌｉｎｕｘ
最大管理点数　：１００００オブジェクト
電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ
                ５０Ｈｚ，３６ＶＡ

カードリーダおよび入出力の制御を行う。

カードデータのファイルを持ち、カード照合を行う。

上位装置と通信で接続され、情報のやりとりを行う。

アクセスコア
コントローラ
台数：8台

供給電源        ：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０Ｈｚ
停電補償        ：約１０分（ＳＲＳ盤内ＵＰＳ）
照合方式        ：個別照合方式
制御ゲート数    ：８ゲート（扉）
上位通信        ：ＩＰｖ４／ｖ６
カードリーダ通信：ＲＳ４８５（最長９００ｍ）
停電時データ
バックアップ時間：１００時間

システム全体の管理、及び下記の周辺装置への入出力を統括管理する。

又、カードデータ及び出入履歴データの蓄積・管理を独立して行う。

セキュリティデータ
サーバ
台数：1台

ＣＰＵ　　　　　：３２ビットＣＰＵ
メモリ　　　　　：５１２メガバイト以上
登録カード枚数　：最大１０万枚
電源　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０Ｈｚ，３５０ＶＡ

ＲＳ，ＤＤＣと伝送を行い、ポイントデータ，スケジュール制御等を管理する。
又、トレンドデータの蓄積を行う。

システムコアサーバＳＣＳ
（既設）

主処理装置　　：３２ビットＣＰＵ
主記憶容量　　：２５６メガバイト以上
ＯＳ　　　　　：Ｌｉｎｕｘ
最大管理点数　：１０００オブジェクト／ユニット
幹線ライン数　：４ライン／ユニット
電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ，５０Ｈｚ，７０ＶＡ

ＳＭＳ
（既設）

ＳＤＳ

（既設）

ＡＣＣ

（既設）

-

液晶ディスプレイ

台数：6台

カラーレーザプリンタ

台数：３台

参　考　仕　様

中央監視機器仕様表（既設）

中央監視制御設備　中央監視機器仕様表（既設）

A1:-
A3:-

Ｅ-０５
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記　号 名　　称 概　　要 参　考　仕　様

無停電電源装置

台数：１台

中央監視装置及び、必要な端末伝送装置に無停電電源を供給
する。

　入力　　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ２０Ａ

　出力　　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ２０Ａ

　バッテリー動作時間：１０分

　バッテリー種類　　：小型シール鉛蓄電池

　給電方式　　　　　：常時インバータ方式

　主処理装置　　：６４ビットＣＰＵ
　主記憶容量　　：２ＧＢ以上
　補助記憶装置　：ＳＳＤ等
　　　　　　　　　（システム機能仕様を満たすこと）
　ＯＳ　　　　　：Ｌｉｎｕｘ
　最大管理点数　：１００００ポイント
　電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ
　　　　　　　　　５０Ｈｚ，６０ＶＡ
　画面枚数　　　：１５枚（参考枚数）

統合コントローラ

台数：６台

ＳＶＣ

（増設）

ＰＣ（中央監視端末）のシステム全体の
管理情報（グラフィック画面，ポイント，プログラム等）の表示，設定，操作を
行う為の情報の一元管理を行う。
また、システム全体の管理，定周期でのデータ収集，蓄積，加工及び、下記の
周辺装置への入出力を統括管理する。（２４時間連続運転対応）
各コントローラと伝送を行い、ポイントデータ，スケジュール制御等を管理する。
又、トレンドデータの蓄積を行う。

汎用コントローラーＤＤＣ

（撤去新設）

各種設備の制御を行う。

中央監視装置とデータ通信を行う。

　入出力点数　　：中央管理点入出力一覧表参照

　制御内容　　　：自動制御計装図参照

　電源　　　　　：ＡＣ１００～２４０Ｖ，５０Ｈｚ

　通信方式

　　上位レベル　：ＢＡＣｎｅｔ／ＩＰ

　　下位レベル　：ＢＡＣｎｅｔ　ＭＳ／ＴＰ又はＭｏｄｂｕｓ

ＵＰＳ

（簡易型）

（増設）

表示の中心となるユニットで、各種のリストやグラフの表示を行う。

又、マルチウィンドウ表示により複数のグラフ，データの同時表示を行う。

液晶ディスプレイ

台数：2台

　表示サイズ　　：２３．８型
　表示色　　　　：１６１９万色以上
　表示文字　　　：英数文字，カナ，ひらがな，漢字（ＪＩＳ第１，第２水準），
　　　　　　　　　記号及び、図形
　解像度　　　　：１９２０×１０８０ドット

ＣＬＰ

（増設）

カラーレーザプリンタ

台数：1台

各種データの印字を行う。

　１．日報，月報，年報

　２．トレンドデータ

　３．各種一覧リスト

　４．画面

　印字方法　　　：電子写真方式

　印字色　　　　：フルカラー

　印字用紙　　　：Ａ４

　電源　　　　　：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０／６０Ｈｚ，１５００ＶＡ

　温度条件　　　：１０～３０℃

システム管理情報の表示・操作及び、各種プログラムの設定，変更を行う。

マウスにて画面の選択及び、操作を行う。

中央監視端末

台数：2台

ＰＣ

（増設）

　ＣＰＵ　　　　　　　：Ｉｎｔｅｌ　Ｃｏｒｅ　ｉ３－５１５７Ｕ以上
　グラフィック　　　　：Ｉｎｔｅｌ　ＨＤ　５５００以上
　メモリ　　　　　　　：８ＧＢ以上
　ストレージ（ＳＳＤ）：推奨２５６ＧＢ以上（７０ＧＢ以上の空き容量）
　光学ドライブ　　　　：ＤＶＤ－ＲＯＭドライブ
　電源　　　　　　　　：ＡＣ１００Ｖ±１０％，５０Ｈｚ，
　　　　　　　　　　　　３５０ＶＡ（ＬＣＤ含む）
　ＯＳ　　　　　　　　：Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｗｉｎｄｏｗｓ１１（６４ビット）
　ライセンス　　　　　：ＩｏＴ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　
　プラグイン　　　　　：Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｅｘｃｅｌ
　　　　　　　　　　　　（システム機能要件を満たすバージョンとすること）
　　周辺機器　　　　　　：マウス（ＭＳ），キーボード（ＫＢ），
　　　　　　　　　　　　スピーカー（ＳＰ）

ＬＣＤ

（ＰＣ）

（増設）

中央監視機器仕様表（増設・撤去新設）

・　　　　　：増設対象とする。

注記

・　　　　　：撤去新設対象とする。

中央監視制御設備　中央監視機器仕様表（増設・撤去新設）

A1:-
A3:-

Ｅ-０６
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システム機器機能表

（１）データ集計
　　　　変化蓄積データから、計測値，積算値，機器の活性経過時間や状態変化回数などの時データ・日データ

　　　　月データを集計し、一定期間蓄積する。

　　　　データ蓄積期間は次の通りとする。
　　　　・時データ：本日を含む４２８日分（１４ヶ月分）

　　　　・日データ：本月を含む１２０ヶ月分（１０年分）

　　　　・月データ：本年を含む１０年分
（２）チャート

　　　　変化蓄積またはデータ集計にて蓄積されたデータをグラフで表示する。（最大２０点／グラフ）

　　　　各グラフは２期間分を比較表示することができる。
　　　　（時系列グラフ）

　　　　・折れ線グラフ、積み上げ折れ線グラフ：アナログポイント・デジタルポイント（現在値）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の変化蓄積データ、時データ、日データ、月データ
　　　　・バーグラフ、積み上げバーグラフ：積算ポイント・デジタルポイント（活性経過時間・状態変化回数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の変化蓄積データ、時データ、日データ、月データ

　　　　・力率グラフ：力率ポイント
　　　　（非時系列グラフ）

　　　　・円グラフ：時データ、日データ、月データ

　　　　・散布図：時データ、日データ
　　　　ＣＳＶ形式のファイルを手動または指定時刻に自動で出力できる。

　　　　また、表示中のグラフ画像データを含んだＥｘｃｅｌ／ＰＤＦ形式のファイルを手動で出力できる。

（３）日週月年報
　　　　データ集計によって集計・蓄積された計測値や積算値を、日週月年報告のＸＬＳＸ形式・ＰＤＦ形式で

　　　　表示する。　　　　　　

　　　　・日報：時報データ，日集計データ（１４ヶ月分）
　　　　・週報：日報データ，週集計データ（１０年分）

　　　　・月報：日報データ，月集計データ（１０年分）

　　　　・年報：月報データ，年集計データ（１０年分）
　　　　ＸＬＳＸ／ＣＳＶ／ＰＤＦ形式のファイルを手動または自動で出力できる。

（４）日週月年報フォーマット編集
　　　　システムが稼動中であっても、日週月年報の表示フォーマットの編集が行える。

（５）集中検針

　　　　管理点の電気・ガス・水道メータなどの検針値を毎月または隔月の指定日に検針し、１ヶ月分の使用量を

　　　　算出する。それをもとにメータ種別ごと，エリアごとの条件で検針結果を一覧表示できる。
　　　　また一覧表示した結果をＣＳＶ形式ファイルとして出力する。使用量との前回値との比較による

５．データ管理機能

４．監視機能（一覧表示系）

２．基本画面機能

１．システム基本機能 ３．監視機能（ポイント監視系）

（１）カレンダ

　　　　カレンダの設定を行う。

　　　　１１種類の日付種別（祝日・特別日・夏季休暇日・冬季休暇日など）を２年先まで指定でき、過去１年分
　　　　の履歴の確認ができる。

　　　　また、ユーザーによるカレンダ設定の変更を可能とする。

（２）スケジュール
　　　　あらかじめ設定されたスケジュールに従って機器の起動／停止や設定値変更、季節切替を自動で

　　　　行うことができる。

　　　　週間スケジュールは、曜日ごとのスケジュールに対応する。
　　　　優先スケジュールは、最大１１種類の日付種別（祝日・特別日・夏季休暇日・冬季休暇日など）に

　　　　対応するカレンダ情報と週間・優先マスタスケジュールにより、当日を含む７日間の実行スケジュールを

　　　　作成する。実行スケジュール上で起動・停止時刻の変更ができる。
　　　　対象機器に対して起動／停止の出力動作を１日に最大９６回まで出力できる。

　　　　また、ユーザーによるスケジュール設定の変更を可能とする。

　　　　複数のスケジュールをグループ化し、一覧表示したり、一括設定変更ができる。
（３）スケジュール合成

　　　　複数の実行スケジュールを合成した結果を、特定の実行スケジュールに自動的に反映できる。

（４）数値演算
　　　　システムで監理されている様々な値を利用して数値演算を行い、演算結果を管理点に出力できる。

　　　　また、ユーザーによる設定の変更を可能とする。

（５）条件演算
　　　　管理点の状態変化・警報発生など、特定条件を満たす場合に機器連動や運転組み合わせ、順次投入、

　　　　設定値変更などを自動で行う。
　　　　また、ユーザーによる設定の変更を可能とする。

（６）警報移報

　　　　管理点の代表警報を外部接点にて出力する。
　　　　また、ユーザーによる設定の変更を可能とする。
（７）火災時制御

　　　　火災信号入力時、ブザー鳴動、火災インジケータ点灯表示、ログにより火災発生の通知を行う。
　　　　また、火災信号入力時、空調機等の関連機器を自動的に停止することを可能とする。

　　　　火災時の動作は、他の制御より優先して実行する。

　　　　火災復帰時は、手動操作で火災時制御を解除する。
（８）停電

　　　　商用電源断検出時、ブザー鳴動、停電インジケータを点灯表示する。

　　　　一般制御は実行保留とする。但し、火災時制御は実行できる。
（９）自家発時順序出力

　　　　自家発起動検出時、登録されている機器に対して順序出力を行う。

　　　　また、ユーザーによる制御設定の変更を可能とする。

（１１）復電

　　　　商用電源復帰検出時、復電処理を行う。

　　　　発停点は停電前の状態及び、停電中に保留された一般制御出力にあわせて起動／停止を行う。
（１２）復電時順序復帰

　　　　登録されている管理点に対して、予め指定した順序および間隔で復電処理を行う。

　　　　また、ユーザーによる制御設定の変更を可能とする。
（１３）電力デマンド

　　　　受電電力量を積算し、３０分毎のデマンド予測を行う。

　　　　目標電力の超過が予測された時及び、超過した時は、警報を発する。
　　　　取引用デマンドメータとの同期は、外部信号または操作画面により行う。

　　　　デマンド予測が目標電力を超過しないよう負荷の遮断・投入を行う。

　　　　またインバータへのアナログ出力値の指定ができる。
　　　　遮断・投入は、あらかじめ指定されている優先順位（１５レベル）に従う。

　　　　電力デマンド制御の結果を履歴として蓄積し目標値及び、デマンド値を表示する。

　　　　データ蓄積期間は次の通りとする。　　　
　　　　・デマンド時限（３０秒毎）：４１６日分

　　　　・日報（３０分毎）：８３３日分

　　　　・月報（日データ）：１０年分
　　　　・年報（月データ）：１０年分

　　　　履歴データはＣＳＶ形式でのファイルを手動または自動で出力可能とする。

　　　　また、ユーザーによる制御設定の変更を可能とする。

（１５）空調最適起動停止制御（予冷予熱制御）
　　　　室内温度の立ち上がり・立ち下がり特性を予測判断し、空調機の最適起動・停止を行う。

　　　　休日明け補償、連休明け補償、異常データ補償ができる。

　　　　　・休日明け補償　：前日空調機を運転しなかった場合、当日は早めに起動する。
　　　　　・連休明け補償　：当日まで数日間連続して空調機を運転しなかった場合、その日数に応じて早めに

　　　　　　　　　　　　　　起動する。

　　　　・異常データ補償：計測入力異常時などのデータは予測判断に使用しない。
　　　　また、ユーザーによる制御設定の変更を可能とする。

　　　　スケジュール開始時刻前に手元操作等で空調機を起動した場合でも、スケジュール開始時点で目標温度に

　　　　ならないと判断した場合は、空調機の最適起動モードに切り替えて運転を行う。
（１６）熱源最適起動停止制御

　　　　空調機の予測最適起動・停止時刻を参照して、同一熱源系統の中で最も早い空調機の最適起動時刻よりも

　　　　早く熱源を起動し、最も遅い空調機の最適停止時刻より早く熱源を停止する。
　　　　熱源の起動時刻・停止時刻は目標時刻に対して最大１２０分前まで設定できる。

　　　　また、ユーザーによる制御設定の変更を可能とする。

６．制御機能

（６）ログ

　　　　警報や状態変化、操作設定などの情報をログとして最大１００万件蓄積・管理する。
　　　　表示中のデータは、任意の条件指定によりフィルタリング，コメント入力ができる。

　　　　ＸＬＳＸ／ＣＳＶ／ＰＤＦ形式のファイルを手動または指定時刻に自動で出力できる。

　　　　異常検出や手動修正ができる。

　　　　検針値データは、今回の検針結果を含む最新２５回分を管理する。
　　　　手動検針（入居時／退去時）は、指定日の指定時刻の指定ができる。

（１７）イニシエータ制御

　　　　天井遮光ルーバ、西面ロールスクリーン、トラスダンパ制御の指令、及び雨水

　　　　排水制御の運転許可を判断する。
（１８）差圧設定値自動更新仕様
　　　　冷温水往還差圧計測値を端末４ヶ所の冷温水差圧計測値より補正する。

（１４）間欠運転

　　　　スケジュール制御やオペレータの操作などで起動している空調機に対して、間欠運転を行う。
　　　　間欠運転により停止した機器は、運転開始すべき時刻の前であっても、設定した温度、またはＣＯ２濃度

　　　　の逸脱によって運転を再開できる。

　　　　また、ユーザーによる設定の変更を可能とする。

（１０）自家発時負荷配分

　　　　自家発運転時、自家発負荷の瞬時値（計測電力）と目標電力の比較により負荷の投入／遮断を行う。 
　　　　投入／遮断は、あらかじめ指定されている優先順位（１５レベル）に従う。 

　　　　また、ユーザーによる制御設定の変更を可能とする。 
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（１）操作方法
　　　　マウス、キーボードにより操作を行う。

（２）機器個別発停操作・設定値変更

　　　　グラフィック画面，チャート画面，ログ画面またはポイント一覧画面より管理点を選択して
　　　　機器の発停操作・設定値の変更を行う。

（３）状態監視

　　　　管理点の状態・計測値・計量値の監視を行う。
（４）警報処理

　　　　管理点・システム構成機器の警報発生・復帰の監視を行う。

　　　　また、火災時処理・停復電時処理・電力デマンドといった制御の警報発生・復帰の監視を行う。
　　　　警報発生時は、最新の警報内容を警報通知ウィンドウに表示すると共に、インジケータの点灯表示を行う。

　　　　また、警報レベル（１０段階）に応じてブザー鳴動（音色４種類）を行う。

　　　　さらに警報時には、警報となった管理点に登録されている対象グラフィックまたはチャートを
　　　　強制的に表示することができる。

（５）サービス外機能

　　　　ＢＡＣｎｅｔデバイスのポイント状態を実際のポイントの状態ではなくユーザーが指定する値に
　　　　変更することができる。

　　　　これにより一時的に警報を抑制したり、任意に設定した値を入力値とし制御を継続することができる。

（６）強制操作機能
　　　　ＢＡＣｎｅｔデバイスのポイント出力について、一般制御からの指令を保留しユーザーが指定する値に

　　　　変更することができる。

　　　　ただし、非常時（火災や停電の際）は火災時制御、停電時制御からの指令を優先とする。
（７）変化蓄積

　　　　定周期スキャンまたは状態変化により前回値から変化した際の時刻とデータを蓄積し、

　　　　関連アプリケーションへ蓄積データを提供する。
　　　　　・ユーティリティペイン履歴表示

　　　　　・データ集計

　　　　　・チャート表示など

（１）アプリケーションウィンドウ表示

　　　　アプリケーションウィンドウとして最大５ウィンドウを同時に表示することができる。
　　　　さらに警報時に強制表示するためのウィンドウを１枚表示することができる。
（２）画面スクロール機能

　　　　画面上にすべての情報を表示しきれない場合は、スクロール機能により画面を移動させ
　　　　表示することができる。

（３）画面履歴表示

　　　　ユーザ毎に、現在の監視用ＰＣで閲覧した画面履歴を１週間分保持し、該当画面を呼び出すことができる。
（４）ユーザ管理とアクセス権

    管理点や各種機能を最大５０の運用区分に振り分けを行う。
　　　　ユーザＩＤ（最大２００）とパスワードを登録し、運用区分に対して操作のアクセス権

　　　　（表示不可／表示のみ／一般レベル／管理レベル／エンジニアリングレベル）を設定できる。

　　　　ユーザ離職時のユーザ無効化忘れを防止するために、ユーザごとに有効期限（４００日先の日付まで）を
　　　　設定することができる。

　　　　全ユーザ共通で、パスワードは無期限もしくは１日～４００日の有効期間を設定することができる。

　　　　全ユーザ共通で、パスワードに必要な最小入力文字数（６～２０文字）を設定することができる。
　　　　全ユーザ共通で、パスワードに記号・数字・英大文字・英小文字を１文字以上必要とするかを各々

　　　　設定することができる。

　　　　全ユーザ共通で、パスワードは過去（１～１５回）と異なるパスワードにしなければならないかを
　　　　設定することができる。

　　　　全ユーザ共通で、パスワード認証によるログインに設定回数（１～１５回）連続で失敗した場合に、

　　　　ユーザを無効化することができる。
　　　　ユーザごとに、ログイン可能とする曜日や時間帯を制限するために、カレンダやスケジュールによって

　　　　管理点の状態がＡＣＴＩＶＥ状態である場合のみログインを維持することできる。

（５）ポイント一覧表示・詳細表示
　　　　ポイント一覧画面で管理点を一覧表示できる。

　　　　表示された情報は名称、運転状態、警報状態 等によりフィルタリングができる。

　　　　また、任意のポイントをあらかじめグループ化して表示することもできる。
　　　　ポイント詳細画面で発停操作や設定変更ができる。

　　　　重要機器の発停操作時は、通常の発停操作（操作－実行）の他に、確認動作を入れた

　　　　３アクション操作（操作－確認－実行）を可能とする。
　　　　確認時に、任意のメッセージ表示によりオペレータに注意を促すことができる。

（６）デバイス状態監視

　　　　システム構成機器の状態・通信状態を常時監視し、異常時には警報を発する。
（７）画面キャプチャ・印刷

　　　　アプリケーションウィンドウ表示時、画面キャプチャと画面印刷ができる。

（１）アナログ上下限監視
　　　　計測値が設定された上下限値を超えた時に警報を発生させ、上下限範囲に入った際に警報を復帰する。

　　　　または、計測値と設定値の差が、設定された値を超えた時に警報を発生させる。

　　　　上下限ともに３段階まで設定できる。
　　　　ポイント一覧によって、複数の設定値を一括で変更できる。

（２）活性経過時間

　　　　機器の活性経過時間を監視し、あらかじめ設定された値を超えた機器を一覧形式で表示する。
（３）状態変化回数

　　　　機器の状態変化回数を監視し、あらかじめ設定された値を超えた機器を一覧形式で表示する。

（４）時間帯別稼働実績監視
　　　　機器の活性経過時間を時間帯１／時間帯２（例：コアタイム／残業時間）に分けてカウントする。

　　　　また、対象の機器が空調機最適起動制御により運転している活性経過時間は、時間帯２（例：残業時間）の

　　　　カウントは抑制する。
　　　　なお、手元操作等で空調機起動後に、空調機最適起動制御により運転となった場合は、空調機最適起動制御

　　　　により運転している活性経過時間は、時間帯２（例：残業時間）のカウントは抑制する。

（５）状態継続時限監視
　　　　機器が連続して活性状態となっている時間をカウントし、

　　　　あらかじめ設定された上限値を超えた時に警報を発生させる。

（１）グラフィック画面表示

　    建物内の管理点情報を平面図・断面図、または系統図などのグラフィック画面で表示する。
　    画面上の管理点のシンボルを選択することで、操作／設定値の変更操作を可能とする。

　　　　複数の管理点を選択し、一括で操作／設定値の変更を可能とする。

　　　　グラフィックに配置されている管理点の一覧を表形式で表示することもできる。　　　
　　　　画面のサイズは、任意の大きさに拡大・縮小可能とする。

　　　　機器の状態は、状態変化や警報発生時に、シンボルの色変化・形状切換により表示する。
　　　　また、警報発生時、指定されたグラフィック画面を強制的に表示する。

　　　　計測値・計量値は、数値、色変化、メータ等で表示する。

　　　　グラフィックから監視端末内に保存されたＰＤＦファイルを起動することができる。
（２）グラフィック編集

　　　　グラフィック画面の編集を可能とする。

　　　　・部屋の間仕切り、部屋名などの変更
　　　　・画面背景色の変更

公立大学法人
埼玉県立大学

局長 副局長 担当課長部長
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Tr

自動制御盤系　統　名

保存書庫AC-D101

空調機ＮＯ

THE1

AT

INV

S.A

C

HC

FAN

コミュニケーション
中央と

Tr

自動制御盤系　統　名

保存書庫AC-D101

空調機ＮＯ

THE1

AT

INV

R.A

R.A

R

O.A

MDF

R

D1RCP07

D1RCP07 　既存制御項目
　１．室内温度制御

　　　室内温度により冷温水コイル２方弁の比例制御を行う。

　２．室内湿度制御
　　　室内湿度により加湿２方弁の比例制御を行う。

　　　冷房時の加湿禁止を行う。
　３．空調機停止時のインターロック制御

　　　（対象：２方弁／加湿弁）

　４．中央監視システムとの通信
　　　（発停・監視・設定・計測）

　　：撤去範囲

撤去

新設

設置位置

情報センター棟
機械室１

※DDCの撤去のみを本工事とする

設置位置

情報センター棟
機械室１

※DDCの新設のみを本工事とする

空調機制御（２） 4sets （改修前）

（改修後）

コミュニケーション

DDCCOM
I/F

DO DI AO AI

中央と

Tr

AT

自動制御盤系　統　名

情報ラウンジ（東）AC-D103-1

空調機ＮＯ

空調機制御（２） 4sets

D1RCP03

情報ラウンジ（西）AC-D103-2 D1RCP03

開架書庫１（南）AC-D103-9 D1RCP01

開架書庫１（北）AC-D103-10 D1RCP01

FAN

dPS

MV1

S.A

R.A

THE1

INV

（フリーアクセス）

コミュニケーション
中央と

AT

FAN S.A

R.A

THE1

INV

（フリーアクセス）

Tr

　　：撤去範囲
撤去

新設

HC W

HC W

設置位置

情報センター棟
情報ラウンジ

情報センター棟
情報ラウンジ

情報センター棟
閲覧席１

情報センター棟
閲覧席１

　　：新設範囲

自動制御盤系　統　名

情報ラウンジ（東）AC-D103-1

空調機ＮＯ

D1RCP03

情報ラウンジ（西）AC-D103-2 D1RCP03

開架書庫１（南）AC-D103-9 D1RCP01

開架書庫１（北）AC-D103-10 D1RCP01

　　：新設範囲

設置位置

情報センター棟
情報ラウンジ

情報センター棟
情報ラウンジ

情報センター棟
閲覧席１

情報センター棟
閲覧席１

※DDCの新設のみを本工事とする

※DDCの撤去のみを本工事とする

DDC

凍結防止制御中

RR

MRE1V2

ME1V1

TD1

BARV2

dP1

TED1

制
御
出
力

(％)

0

100

＜フィードフォワード制御＞

-5.0℃ 0℃

凍
結
防
止
制
御

＜凍結防止判断＞

ON

OFF

　　　自動復帰は行わない。

　５．過加湿異常警報

　　　下記の条件時、過加湿異常を検出し、警報発報及び
　　　加湿弁，蒸気遮断弁を全閉とする。

　　　・空調機停止時：空調機内温度にて検出

　　　・空調機運転時：給気露点温度上限にて検出
　　　また「過加湿異常」のリセット操作は中央監視オペレータ操作とし、

　６．凍結防止制御
外気ＭＤ二次側ダクト温度（空気）が凍結防止判断以下になった時、

　　　「凍結防止制御中」を中央監視へ出力し、下記の様に凍結防止制御を行う

凍結防止
判断

（5.0℃）

外気ＭＤ二次側ダクト
（空気）温度（℃）

凍結防止
設定温度
(5.0℃)

外気ＭＤ二次側ダクト
（空気）温度（℃）

動作隙間
推奨2.0℃

※熱源設備停止中に「凍結防止制御中」がONになった際、「熱源通常モード発停」をONする

DDC

ME1V1

dP1

中央監視制御設備　計装図
A1:-
A3:- Ｅ-０９
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R
※※

　既存制御項目

　１．室内温度制御

　　　室内温度により冷温水コイル２方弁の比例制御を行う
。　２．室内湿度制御

　　　室内湿度により加湿２方弁の比例制御を行う。
　　　冷房時の加湿禁止を行う。

　３．空調機停止時のインターロック制御

　　　（対象：２方弁／加湿弁）
　４．中央監視システムとの通信

　　　（発停・監視・設定・計測）

　５．加湿弁異常警報
　　　空調機停止時に空調機内温度上昇時は警報とする。

　既存制御項目

　１．室内温度制御

　　　室内温度により冷温水コイル２方弁の比例制御を行う。
　２．空調機停止時のインターロック制御

　　　（対象：２方弁／排気ファン）

　３．中央監視システムとの通信
　　　（発停・監視・設定・計測）

　制御項目

　１．室内温度制御

　　　室内温度により冷温水コイル２方弁の比例制御を行う。
　２．空調機停止時のインターロック制御

　　　（対象：２方弁／排気ファン）

　３．中央監視システムとの通信
　　　（発停・監視・設定・計測）

　・空調機停止時：冷温水弁を全開（１００%開度）とする。

　・空調機運転時：外気温度により、冷温水弁の比例制御

　　　　　　　　　（フィードフォワード制御）を行う。
　　　　　　　　　（給気温度制御信号との要求が大きい方を選択）

公立大学法人
埼玉県立大学

局長 副局長 担当課長部長



形　　　番

電動バタフライ弁

トランス

自動制御機器表

BFV

AT

BV1

DDCF

記　号 名　　　称

VY69D

ATY72Z

水用，既設流用

備　　　考

電動ボール弁 VY6100D2

ディジタル式調節器 WY7205B

差圧スイッチ PYY-CL13dPS

弁リンケージ Q455FF

液面リレー／電極棒 WLS261B/5PLF

ダンパ操作器 MY6040AMDF

モジュトロールモータ M6285AMRB

電動２方弁 VY5110AMV1

小型比例２方弁＋アクチュエータ VY5912A+M7410CMV2

温度設定器 QY7205NP

補助リレーR

温度・露点温度発信器 HY7019CTDED1

温湿度検出器 HY7204ATHE1

トランス AT72-J1TR

２方弁 V5063AV2

高分子，既設流用

Pt100Ω，高分子素，既設流用

温度調節器 T631CTD

切換スイッチ ATP22SW2

サブコントローラマスター WY7222SCM

差圧スイッチ PYY-604dP1

電動二方弁 VY5ME1V1

VY5

VY5

汎用コントローラー WJ-111DDC

電動二方弁MREV2

電動二方ボール弁　SR型BARV2

TY78ダクト用温度センサTED1

ダクト用温度・露点温度センサTDED1

ダクト用温度調節器TD1

撤去・新設

別途

別途

別途

別途

別途

別途

別途TY68

HTY79

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

５ 自動制御機器表

注記

・ 太破線 　：撤去新設範囲

中央監視制御設備　自動制御機器表

A1:-
A3:-
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中央管理点入出力一覧表

自動制御盤名　　称設備記号 計量

操    作

設定信号取合先 リモート

種別

温度

表    示

状態オン
オフ

警報

計      測

湿度 その他 備　　考

41101 AC-D103-9閲覧席1南 D1RCP01 DDC 1 1

41102 AC-D103-9 閲覧席1南 D1RCP01 DDC 1 1

41103 AC-D103-9 フィルター警報 D1RCP01 DDC 1

41104 閲覧席1南温度 D1RCP01 DDC 1

41105 閲覧席1南温度設定 D1RCP01 DDC 1

41106 閲覧席1南湿度 D1RCP01 DDC 1

41201 AC-D103-10閲覧席1北 D1RCP01 DDC 1 1

41202 AC-D103-10 閲覧席1北 D1RCP01 DDC 1 1

41203 AC-D103-10 フィルター警報 D1RCP01 DDC 1

41204 閲覧席1北温度 D1RCP01 DDC 1

41205 閲覧席1北温度設定 D1RCP01 DDC 1

41206 閲覧席1北湿度 D1RCP01 DDC 1

46113 FE-D115閲覧室1 D1RCP01 DDC 1 1

999935 インターホン(D1RCP01) D1RCP01 DDC 1 1

40301 AC-D103-1情報ラウンジ東 D1RCP03 DDC 1 1

40302 AC-D103-1情報ラウンジ東 D1RCP03 DDC 1 1

40303 AC-D103-1 フィルター警報 D1RCP03 DDC 1

40304 情報ラウンジ東温度 D1RCP03 DDC 1

40305 情報ラウンジ東温度設定 D1RCP03 DDC 1

40306 情報ラウンジ東湿度 D1RCP03 DDC 1

40401 AC-D103-2情報ラウンジ西 D1RCP03 DDC 1 1

40402 AC-D103-2情報ラウンジ西 D1RCP03 DDC 1 1

40403 AC-D103-2 フィルター警報 D1RCP03 DDC 1

40404 情報ラウンジ西温度 D1RCP03 DDC 1

40405 情報ラウンジ西温度設定 D1RCP03 DDC 1

40406 情報ラウンジ西湿度 D1RCP03 DDC 1

46111 FE-D112情報ラウンジ D1RCP03 DDC 1 1

999937 インターホン(D1RCP03) D1RCP03 DDC 1 1

40101 AC-D101保存書庫/MR1 D1RCP07 DDC 1 1

40102 AC-D101保存書庫/MR1 D1RCP07 DDC 1 1

40103 AC-D101フィルター警報/MR1 D1RCP07 DDC 1

40104 保存書庫温度 D1RCP07 DDC 1

40105 保存書庫温度設定 D1RCP07 DDC 1

40106 保存書庫湿度 D1RCP07 DDC 1

40107 保存書庫不快指数 D1RCP07 DDC 1

40108 AC-D101加湿弁異常/MR1 D1RCP07 DDC 1

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

999941 インターホン(D1RCP07) D1RCP07 DDC 1 1

AC-D101外気取入停止 D1RCP07 DDC 1 1

900006 情報センタ-棟火災 システム制御盤 DDC 1

＜合計（複合ポイントを除く）＞ 8 10 20 18 7 6

＜合計（複合ポイント）＞

＜合計（全体）＞

更新対象

更新対象

追加対象

8 10 20 18 7 6

AC-D101外気温度 D1RCP07 DDC 1

AC-D101凍結防止制御中 D1RCP07 DDC 1

熱源通常起動モード 発停 I/F 1 1システム制御盤

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

BAC-net通信 追加対象

追加対象

追加対象

既設システム制御盤

D1RCP07

D1RCP07

D1RCP07

D1RCP07

D1RCP07

D1RCP07

D1RCP07

D1RCP07

DDC

DDC

DDC

DDC

DDC

DDC

DDC

DDC

1 1

1

1

1

1

1

1

1 1

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

更新対象

46103

40203

40204

40205

40206

40207

40208

46104

FE-102保存書庫/MR1

AC-D102フィルター警報/MR1

AC-D102給気温度/MR1

AC-D102給気温度SP/MR1

AC-D102給気露点温度

AC-D102給気露点温度SP

AC-D102加湿弁異常/MR1

FE-D103事務室/室外気室1

中央監視制御設備　中央管理点入出力一覧表
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Y15a

1850

X43

7
7
0
0

X44

X45

7
7
0
0

5
0
0
0

X46

Y15 Y14

7700 7700

Y13 Y12

7700

KB

LCD

KB

電力表示器
LCD

KB

LCD

KB

LCD

KB

LCD

KB

LCDCLPELV

インターフェイス盤

システム制御盤
１～３

ＬＭＯ７

ＵＰＳ

KB

LCD

電力補助継電器盤

空調システム制御盤

システム制御盤

情報処理盤

ＣＲＴ盤

PRTCLPBMS

KB

LCD

注記
・太線は増設を示す。
・細線は既設流用を示す。

フリーアクセスフロア開口50φ×1 フリーアクセスフロア開口1200×400

　EM-CE3.5ﾛ

-B-

-C-

　EM-CE3.5ﾛ

　EM-CEE1.25

　EM-CEE1.25

-D-

　EM-HP0.9mm

　EM-LANｹｰﾌﾞﾙ

　EM-CEE1.25

-E-

　EM-光ケーブル

-F-

-G-

　EM-光ケーブル

-A-

-3C x1 (ﾌﾘｰｱｸｾｽ) 中央監視分電盤～システム制御盤(新設)

-3C x2 (ﾌﾘｰｱｸｾｽ) システム制御盤(新設)～ＵＰＳ(新設)

x1 (ﾌﾘｰｱｸｾｽ) システム制御盤２～システム制御盤(新設)-15C

x1-15P

x1 (ﾌﾘｰｱｸｾｽ) システム制御盤(新設)～中央監視装置(新設)

x1 (ﾌﾘｰｱｸｾｽ) コンセント～ＣＬＰ

(ﾌﾘｰｱｸｾｽ) システム制御盤(新設)～Ｈ１ＲＣＰ０８

(G36)

x1

x1

x2

-3C

-3C

システム制御盤(新設)～Ｈ１ＲＣＰ０８

1Fキープラン

学生会館棟

講堂棟

北棟

南棟

共通施設棟 共通施設棟

教育研修センター棟

情報センター棟

体育館棟

本部棟

本部棟

　EM-LANケーブル x1

CLP

KB

LCD

KB

LCD

ＵＰＳ(新設）

システム制御盤

中央監視分電盤

中央監視装置（新設）

コンセント

D

A B

C

F

G

Ｈ１Ｔ０４端子盤

（新設）

以降Ｅ－１３図参照

E

※予備ブレーカ容量を20Aから30Aに変更する

※床はつり

中央監視制御設備　本部棟１階防災センター平面図

A1:1/50
A3:1/100
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X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 X11 X20X12 X13 X14 X15 X16 X17 X18 X19 X21 X22 X23 X24 X25 X26 X27 X28 X29 X30 X31 X32 X33 X34 X35 X36 X37 X38 X39 X40 X41 X42 X43 X44 X45 X46 X47

7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,

70
0

7,
70

0
7,
70

0

Y18

Y17

Y16

Y15

Y14

Y13

Y12

Y11

Y10

Y9

Y8

Y7

Y6

Y5

Y4

Y3

Y2

Y1

7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 3,850 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 3,850 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 5,000 6,000
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